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この地方鉄道の存廃の歴史をたどると、次の 3 つの局面が見られる。第 l の局面は、 1960年代に始まっ
た地方私鉄の廃線とそれに伴う民間パスへの転換である。そして第 2 局面が、 1984年以降の国鉄の特定地
方交通線の分離である。 1984年から 1990年にかけて、 3 次に渡って行われた特定地方交通線の国鉄からの
経営分離により、全国で83の路線が切り離されてこのうち、 38路線が第三セクターにで鉄道経営が踏襲さ

































































































の存在、そしてその活動と、市民シンクタンクである iWCAN 貴志川J (NPO) からの再建案の提示
だった。 iWCAN 貴志川」は「貴志川線の未来を“つくる"会」と共同歩調を取り、この両者の働きが、
和歌山県や和歌山市・貴志川町による財政支援と、新たな経営形態への移行を先導したと言える。
この行政と住民らによる貴志川線存続へ向けた取組みを受けて、 2005年 2 月、和歌山県知事と和歌山



























































































して社会システムが政治システムの担っていた社会統治機能を代替していく J (神野2005 : 9) と説く。
さらに、 INPO ゃいわゆる社会的企業の存在感が高まるだろう、あるいは企業の NPO 化が進むのでは
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いて 2 章から 9 章においては、地方鉄道の存廃の事例が検討に付される。まず 2 章ではしなの鉄道、 3
章では新潟交通電車線が取り上げられ、それらの存続運動を担ってきた、しなの鉄道研究会、新潟交通
電車線存続対策協議会などの活動からガバナンスのさまざまな形が読み取られる。さらに 4 章では万葉
線、 5 章では別所線、 6 章では貴志川線にかかわる存続運動にそれぞれ照準して、単に鉄道存続にとど
まらず地方鉄道の経営にまで視野に入れた、アソシエーショナリズムにもとづく住民参画/市民協働の
ありょうが仔細に検討される。そこでは同時に、運動の課題や限界も浮き彫りにされる。続いて 7 章で
は、北条鉄道の「ボランテイア駅長制度」の分析を通して、「新しい公共」の担い手の輩出のための現
実的条件がさぐられる。 8 章では鹿島鉄道に目を転じて、交通弱者である中高生が積極的にかかわる存
続運動の社会的含意が読み取られる。そして 9 章では、長野電鉄屋代線の存続運動を事例として、地域
公共交通活性化・再生法の制定以降の「地域公共交通活性化・再生総合事業J における多様なステー
ク・ホルダー聞の連携と合意形成のありょうが活写される。終章では、以上の展開を踏まえて、みてき
たような存続運動に従来の要望活動とは質的に異なる地域の意思形成/地域社会の合意形成の過程が伏
在していることが指摘される。
本論文は、以上のように地方鉄道の存続運動の複数の事例分析を通して、存廃問題をめぐって住民/
市民の聞に旧来のガパメント(統治)とは異なる統治様式 (governing) に基づく市民協働の新たな形
が生まれていることを明らかにしている。そしてそのことによって、ガパナンスおよび社会的企業をめ
ぐるこれまでの議論を豊富化するにとどまらず、地域社会学および都市社会学の発展にも大きく寄与し
ている。よって本論文提出者は、博士(文学)の学位を授与されるに十分な資格を有するものと認めら
れる。
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